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※計数については整理中であり今後の異動がありうる

平成１６年度国土交通省関係予算のポイント

平成１５年１２月

国 土 交 通 省

１．予算のアウトライン

（ ） ， （ ． ）１ 国費総額 ６兆７ ４３６億円 前年度比０ ９７

国土交通省関係ベース*

， （ ． ）○公共投資関係費 ６兆１ ２８７億円* 前年度比０ ９７
＜国全体 ８兆６，１４９億円（前年度比０.９７）＞

一般公共事業費 ６兆 ３０７億円*（前年度比０．９７）
＜国全体 ７兆７，４３３億円（前年度比０.９６）＞

災害復旧等 ５３５億円*（前年度比１．００）

その他施設費 ４４５億円 （前年度比０．９８）

， （ ． ）○行政経費 ６ １４９億円 前年度比１ ０３

（ ） ， （ ． ）２ 財政投融資 ４兆５ １６１億円 前年度比０ ６９

＜国全体 ２０兆４，８９４億円（前年度比０.８８）＞

財投機関債総額 ２兆４，４８７億円（前年度比１．４７）※

（３）地域一括計上予算等

○地域一括計上予算（一般公共事業費）
北 海 道 ７，６８３億円（前年度比０．９６）
離 島 １，２１７億円（前年度比０．９３）
奄 美 ３５１億円（前年度比０．９６）

○調整費等
社会資本整備事業調整費 １２０億円（皆 増）
景観形成事業推進費 ２００億円（皆 増）
道州制北海道モデル事業推進費 １００億円（皆 増）
都市再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業推進費 １００億円（前年度比０．６７）
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２．メリハリの効いた予算の重点化

（１） ｢基本方針２００３｣で掲げられた重点４分野への重点化を進め、政策効

果の高い事業･施策に絞り込んで実施。

個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方
公平で安心な高齢化社会・少子化対策※重点４分野
循環型社会の構築・地球環境問題への対応

－教育・文化、科学技術、ＩＴ人間力の向上・発揮

《重点４分野への重点化》
公共投資関係費 行政経費 合 計

重点４分野合計 4兆6,454億円 1,505億円 4兆7,959億円
（対前年度倍率） （0.98） （1.25） （0.99）

74.7% → 75.8% 20.1%→24.5% 70.0% → 71.1%全体に占めるシェアの変化

《重点的に推進する事業・施策等》
前年度比平成16年度予算

1.68観光立国の実現 35億円

565 1.04電線類地中化 億円

2,137 1.09三大都市圏環状道路の整備 億円

842 1.07中枢国際港湾等 億円

879 1.30大都市圏拠点空港整備(中部会社を除く） 億円

1,600 1.05交通連携(交通結節点､公共交通支援･踏切関連) 億円

686 1.00新幹線鉄道整備 億円

億円 皆増まちづくり交付金 1,330

445 1.01防災公園の整備 億円

108 1.04グリーン庁舎（官庁営繕） 億円

655 1.07合流式下水道緊急改善 億円

1,642 1.10床上浸水解消緊急対策 億円

287 1.13土砂災害緊急対応 億円

138 5.79民活と各省連携による地籍整備の推進 億円

175 1.06海上における治安対策の強化 億円

54 23.96大陸棚の限界画定のための調査 億円

億円 皆増景観形成事業推進費 200
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（２）公共投資については、整備水準、整備の緊急性、経済構造改革の推
進、官と民・国と地方の役割分担等の観点から、各事業の目的・成果に
踏み込んできめ細かく重点化。

《 選択と集中」による一層のメリハリ・重点化》「

○道路
（ハリ）三大都市圏環状道路の整備（H16 2,137億円、8.5％増）

電線類地中化（H16 565億円、3.7％増）
現道拡幅・小規模なバイパス整備等の一般改築事業（メリ）
(H16 6,888億円､▲14.5％)

○治水
（ハリ）床上浸水解消緊急対策（H16 1,642億円、10.3％増）

土砂災害緊急対応（H16 287億円、12.9％増）
（メリ）準備段階のダム事業(H16 223億円、▲14.3％)

○都市公園
（ハリ）防災公園の整備（H16 445億円、1.0％増）
（メリ）防災公園等を除く都市公園に対する補助(H16 407億円、▲12.4％)

○住宅・市街地整備
（ハリ）福祉との連携による高齢者等の居住の安定確保の推進

（H16 353億円、2.2％増）
地域の創意工夫を活かしたまちづくりによる全国都市再生の推進 ま（
ちづくり交付金の創設 （H16 1,330億円、皆増））

メリ 郊外団地の関連公共施設整備に対する補助(H16 767億円 ▲21.9％)（ ） 、

○下水道
ハリ 合流式下水道の緊急改善と高度処理の推進(H16 1,393億円､5.6％増)（ ）
（メリ）水質保全上優先順位が高い地域以外における下水道整備

(H16 472億円、▲30.0％)
。下水道汚水管きょの維持更新に対する補助については原則廃止する

○空港
（ハリ）羽田空港等大都市圏拠点空港( )の整備中部会社を除く

（H16 879億円、30.3％増）
空港アクセス等航空サービスの高度化の推進（H16 98億円、皆増）

（メリ）一般空港等の整備(H16 358億円、▲10.7％)

○港湾
（ハリ）国際港湾の機能強化（H16 1,225億円、2.8％増）

港湾における防災空間の整備（H16 11億円、3.8％増）
（メリ）重要港湾以外の港湾の整備(H16 477億円、▲14.5％)
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３．社会資本整備重点計画策定を踏まえた成果重視の施策展開

（１）政策本位・成果重視の予算編成

「社会資本整備重点計画 （平成１５年10月10日閣議決定）の策定等を」
踏まえ、事業横断的な成果目標の効率的達成に向け、連携の強化、政
策評価等の予算への反映等を推進。

《事業間連携施策の更なる強化等》
○効率的・効果的な成果目標の達成を図るため、ソフト・ハード両面に
わたり連携施策を強化。
・鉄道駅及び駅周辺のバリアフリー化を含めた一体的な整備につい
て、道路、都市、鉄道事業の同時採択等により、約４割の工期短
縮を実現。

・都市公園の整備に加え、民有緑地の保全や河川、道路、港湾等の
公共施設の緑化など多様な政策手段の連携により、緑地空間確保
量の約３割増を達成。

○「求めるのは成果、方法は地方に任せる」オーダーメード型の「まち
づくり交付金」制度の創設等。

《社会資本整備事業調整費の創設》
○政策評価の結果や地方公共団体の提案を年度途中にも事業実施に反映
させる仕組みを備えた「社会資本整備事業調整費」を創設。

《政策評価及び事業評価の厳格な実施と予算への反映》
○政策評価により抽出された課題への対応。
・都心部には良好な住宅地への再生が可能な低未利用地、密集市街地
が相当量存在。

「 」⇒総合的な住宅市街地の再生等を行う 住宅市街地総合整備事業
を創設（497億円 。）

・地価の高い都市部において都市公園整備が遅れている。
⇒従来の都市公園整備等に加え、民有緑地の公開に必要な施設整
備を補助対象とした「緑地環境整備総合支援事業」を創設。

○平成15年度末までに、再評価を約2,350件、事後評価（平成15年度か
ら本格導入）を約100件実施するなど、事前から事後までの一貫した
事業評価システムによる評価を実施。

○個別事業の評価に当たっては、各事業の一連の評価結果を、一目で分
かるよう平成16年度から事業評価カルテとしてインターネットで公開
することにより、情報公開を強化。

《 モデル事業 ・ 政策群」の取組み》「 」「
○予算編成プロセス改革の試行事例として、定量的な政策目標設定と事

「 」 。後評価の下で弾力的な予算執行を可能とする モデル事業 に取組む
○横断的な政策目標の実現に向け、府省の枠を超えた連携の下で「政策
群」に取組む。
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（２）コスト構造改革など公共事業の効率性・透明性の向上

・平成15年度から5年間で、平成14年度と比較して、15％の総合コスト
縮減率の達成を目指す。

・積算及び発注方式の改革、時間管理概念の徹底、ローカルルールの
推進等を通じ、公共事業の効率性・透明性を更に向上。

《積算改革》

○「数量 「時期 「場所」などの取引条件を限定し、インターネット」 」

等を活用したより安い資材価格調査を導入することにより、工事コス

トの縮減を推進。

○資材単価の積み上げによる積算ではなく、工事価格の実績に基づき、

工種別に単価設定を行う「ユニットプライス型積算方式」を導入する

ことにより、積算単価の透明性向上、積算業務の省力化等を図る。

《発注方式の改革》

○羽田空港の再拡張事業において、工費・維持管理費・工期の確実性を

担保するため設計・施工一括発注方式を採用。また、民間事業者の知

見・ノウハウを最大限に活用するため、技術提案（ＶＥ）を随時受け

付ける仕組みを導入。国際線地区のターミナル、エプロン等の整備に

ついては、ＰＦＩ方式を検討。

○直轄事業において全面的に実施している電子入札について、地方公共

団体等への普及を促進することにより、移動コストの縮減、事務の迅

速化等を推進。

○工事成績データベースの構築・活用等により、技術力による競争を推

進。

《事業のスピードアップ・地域の実情に応じた事業実施》

○時間管理概念の徹底による事業のスピードアップを推進。

・完了期間宣言路線の重点整備による都市計画道路の供用早期化。

・ 街びらき」の時期（駅前広場、基幹道路等の先行整備箇所が概「

成）を明示し、これをターゲットとして事業を重点支援する「街

びらき先行実施地区制度」の導入。

○公共事業の実施と密接に連携した地籍調査の推進による用地取得の円

滑化を推進。

○ローカルルールの推進による地域の実情に応じた整備を推進。

例：雨水貯留施設に加え、雨水浸透施設や雨水の放流きょの整備を

補助対象に追加し、合流式下水道の改善手法を多様化。
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４．三位一体の改革（国庫補助負担金制度の改革）の推進

奨励的補助金の一層の削減など 「地方にできることは地方で」を基本・ 、

に廃止・縮減を実施。

国土交通省関係の国庫補助負担金 概算３兆５,０６０億円（▲８.５％） 公共事業関係費

・従来の補助金とは全く異なる 市町村の自主性や裁量性を追求した ま、 「
ちづくり交付金」を創設。 １,３３０億円（皆増）

《「 」 》地方にできることは地方で を基本に国庫補助負担金の廃止・縮減を実施
以下の措置により、公共事業関係費では約3,250億円を廃止・縮減。
○奨励的補助金の縮減 約▲745億円（▲22.7％）

例：公営住宅建設費等補助（うち特定優良賃貸住宅等分）
（H16 424億円、▲19.7％）
海岸環境整備事業費補助（H16 38億円、▲31.0％）

○地方の事務として定着等したものに係る国庫補助負担金、少額国庫補助
負担金の廃止等
例：土地利用規制等対策費交付金（25億円(H15)）

田園居住区整備事業費補助（2億円(H15)）
○補助制度の見直し等による国庫補助負担金の廃止・縮減

例：まちづくり総合支援事業費補助（730億円（H15 ））
○補助対象事業の重点化等による補助金額の縮減

（ ）（ ）例：道路整備に対する補助 沿道環境対策等を除き抑制 ▲10.9％
頻発する豪雨水害への対策等集中的に実施すべき事業を除く河川
改修補助（▲12.2％）
防災公園等を除く都市公園に対する補助（▲12.4％）
地方港湾補助（▲8.1％）

《従来とは全く異なる新たな助成措置の創設》
○地域の創意工夫を活かしつつ「全国都市再生」という国の重要課題に取
り組むため、従来の補助金とは全く異なる、市町村の自主性や裁量性を
追求した新たな助成措置（まちづくり交付金）を創設（1,330億円 。）

《地方の裁量を高める方向での改革》
○統合補助金の更なる充実

例：住宅市街地総合整備事業、緑地環境整備総合支援事業の創設、一
級、二級河川の各統合補助金の統合

○地方道路整備臨時交付金について、個別事業の実施を地方の自由裁量に
委ね、国はパッケージとしての計画目標の達成度を事後評価する仕組み
に改革。
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５．特殊法人等改革の推進

「特殊法人等整理合理化計画」に定められた内容に従い、新たな独立
行政法人の設立等を行うとともに、業務見直し・重点化に取り組む。

《道路関係公団》
道路関係四公団民営化推進委員会の意見を基本的に尊重し、引き続き改

革の具体化に向けて取り組む。

○日本道路公団、首都高速道路公団、阪神高速道路公団
建設コスト削減を着実に進めつつ、継続的に事業を実施するための事

業規模を計上。

＜事業規模＞
日本道路公団 1兆3,275億円（前年度比0.92）
首都高速道路公団 2,453億円（前年度比0.98）
阪神高速道路公団 1,158億円（前年度比0.82）

《国際拠点空港》
○新東京国際空港公団（成田国際空港株式会社）

成田国際空港株式会社法が成立し、完全民営化に向け、全額国出資の
特殊会社として平成１６年４月１日に成田国際空港株式会社を設立。

《住宅・都市分野》
○都市基盤整備公団・地域振興整備公団（都市再生機構）

都市基盤整備公団と地域振興整備公団の地方都市開発整備部門を統合
し、都市再生に民間を誘導する独立行政法人都市再生機構が設立（平成
16年７月１日）されることを踏まえ、新規ニュータウン事業の廃止、新
規賃貸住宅の民間供給の原則化等既存業務の見直しや密集市街地整備等
の都市再生に民間を誘導する業務への重点化（防災環境軸整備出資金の

） 。（ （ ） （ ））創設等 を行う 住宅建設戸数 建替等 9,400戸 前年度9,900戸

○住宅金融公庫
近年の実績を踏まえて融資戸数を縮減（前年度３７万戸→２２万戸）す

る一方、長期・固定金利の民間住宅ローンの供給を支援する証券化支援事

業を推進（前年度１万戸→８万戸）し、公庫融資と証券化支援事業を合わ

せて、住宅を取得しようとする国民の長期・固定資金ニーズに対応。

《その他》
○奄美群島振興開発基金

平成１６年１０月１日（予定）の独立行政法人への移行を目指し、根
拠法である奄美群島振興開発特別措置法を改正・延長する法律案を平成
１６年通常国会に提出する。
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６．主要新規施策（例）

〔 〕内は国費額 （ ）内は対前年度倍率【暮らし】 、

・地域の創意工夫を活かしつつ「全国都市再生」という○まちづくり交付金の
国の重要課題に取り組むため、従来の補助金とは全く異創設
なる、市町村の自主性や裁量性を追求した新たな助成措

。〔１,３３０億円 皆増 〕( ) 置として創設する

・交通結節点を中心とした都市の再生やバリアフリー化○駅・まち一体改善事
を推進するため、道路・都市事業と鉄道事業を同時採択業の推進
し、連携して鉄道駅及び駅周辺の効率的な整備を図る。〔４７８億円 〕の内数

・ｺｽﾄ縮減策として、ﾊﾞｲﾊﾟｽ事業等との原則同時施工や○電線類地中化の推進
浅層埋設方式の標準化等を積極的に推進する。
・新たに一定の地区における主要な非幹線道路において
も電線共同溝整備に着手し、面的な整備を推進する。〔公共６０９億円(1.02)
・街灯と一体となったﾄﾗﾝｽの技術開発等を行う。非公共１７億円 皆増( )〕

・景観に関する総合的な法律の整備に併せて、景観形○魅力ある地域づくりと
成事業推進費を創設し、年度途中の機動的な予算措置を観光立国に資する良好
行うことにより、都市及び地域の活性化と観光立国のな景観形成の推進

。〔２００億円 皆増 〕( ) 推進に資する良好な景観形成のための事業を推進する

・良好な景観・豊かな緑の形成を促進するための総合○緑地環境整備総合支
的な法体系の整備を行うとともに、都市公園の整備、緑援事業の創設
地保全事業に加え、新たに民有緑地の公開に必要な施設
整備を補助対象とし、水と緑のネットワークの形成を総合
的に支援する統合補助制度を創設する。〔５０億円 〕(1.25)

【安全】

・河川管理者、下水道管理者が連携して、特定都市河川○下水道・河川が連携
浸水被害対策法に基づく流域水害対策計画の策定を推進した雨水対策の推進

、するとともに 雨水貯留浸透施設等の整備を推進する等、
流域管理の により 都市の浸水被害の解消を図る。〔６６２億円 〕(1.01) アプローチ 、

・地方自治体の防災活動や住民のより迅速・適切な警戒○土砂災害警戒情報に
避難行動等により、土砂災害による人的被害の最小化を図関する伝達の推進
るため、砂防部局の有する土砂災害予測情報と地方気象台
等の有する気象情報を統合した｢土砂災害警戒情報｣を都道
府県の消防防災部局を通じて市町村等に新たに提供する。〔１６億円 〕の内数

・住宅・建築物の耐震診断・耐震改修に対し補助対象○住宅・建築物の耐震
を拡充することにより、大地震時における国民の安全の確化等の推進
保、建築ストックの適切な維持を図る。〔１６億円 〕(1.48)

・ 地下鉄道の火災対策基準」の制定前に建設され、同○地下駅火災対策の実 「
基準を満たしていない地下駅における火災対策施設のう施
ち、避難通路及び排煙設備の緊急整備を図る。〔３０億円 皆増 〕( )
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・密輸、密航、テロ、不審船対策等を的確に実施するた○海上における治安対策
め海上での監視、対処能力等の強化を図る。の強化と改正ＳＯＬＡＳ
・条約改正を踏まえ、国際航海船舶及び国際港湾施設条約（海上人命安全
の保安の確保を図るための国内法を整備するとともに、条約）対応の推進
港湾における保安対策の強化を図る。〔１８３億円 〕(1.11)

【環境】

・地球温暖化や大都市を中心とした大気汚染問題に対処○低公害車等の開発・
するため、次世代低公害車やﾊﾞｲｵﾏｽ燃料対応自動車の普及の促進
開発、大都市地域等におけるCNGﾊﾞｽ･ﾄﾗｯｸ､新長期規制

。〔７２億円 〕(1.02) 対応車等の普及及びDPF･酸化触媒の導入等を推進する

・一定の船舶に保険加入を義務付ける等の制度を導入す○放置座礁船対策の推
るとともに、地方公共団体が行った油等防除措置や船舶進
撤去に関し国の支援措置を創設・拡充することにより、被
害者の保護と良好な海洋環境の保全・形成を図る。〔２億円 〕(22.48)

【活力】

・羽田空港に４本目の滑走路等を新設する再拡張事業に○東京国際空港 羽田（ ）
より、発着容量制約の解消や多様な路線網の形成を図る再拡張事業
とともに、再拡張後の余裕枠を活用して２００９年までに国
際定期便の就航を図る。〔１０７億円 〕(皆増)

・スーパー中枢港湾において、ターミナルシステムの統○スーパー中枢港湾プ
合・大規模化、ＩＴ化等を図るための社会実験等を推進ロジェクトの推進
する。〔５億円 〕(10.98)

・観光立国実現に向け、ﾋﾞｼﾞｯﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの推進○観光立国の実現
等日本ブランドの発信、案内標識等の整備、観光ﾌﾟﾗｽﾜﾝ
大作戦、観光ｶﾘｽﾏ塾、観光交流空間づくりﾓﾃﾞﾙ事業等一
地域一観光の推進、休暇取得の促進を図る。〔３５億円 〕(1.68)

・国連海洋法条約に基づき、我が国の大陸棚を拡大す○大陸棚の限界画定の
るためには、平成２１年５月までに国連に申請する必要がための調査
あり、関係省庁と連携して、我が国周辺海域の地形・地
質に関する調査を行う。〔５４億円 〕(23.96)

・都市再生の円滑な推進のため法務省と連携して、都市○民活と各省連携による
部における登記所備付地図の整備を強力に推進すること地籍整備の推進
とし、従来の地籍調査予算に加え、都市部の街区座標の〔１３８億円 〕(5.79)
調査等を行う都市再生街区基本調査を創設する （このうち都市再生街区基本調査 。
他に公共事業を通じて実施するものがある ）〔102億円（皆増 〕） 。

・不良・不適格業者の排除の徹底に向けた取組みを推○建設産業の構造改革
進するとともに、地域の中小・中堅建設業について企業の推進
連携・事業転換等の取組みを支援し、経営基盤の強化
・過剰供給構造の是正を図る。〔７億円 皆増 〕( )

・道州制導入の諸検討に資するため、北海道において、○道州制の検討に資する
地方の自主性・裁量性を最大限に活かした広域的な地域北海道広域連携モデ
づくりが可能となる制度を試行的に創設する。ル事業の創設

〔１００億円 皆増 〕( )
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７．主要事項

１．暮らし

目標１ 居住水準の向上

○ 住宅金融公庫の証券化支援事業等による良質な住宅取得等の促進

○ 既存ストックの活用等による良質な公共賃貸住宅等の供給

目標２ バリアフリー社会の実現

○ 公共交通機関・歩行空間等のバリアフリー化の推進
公共交通移動円滑化設備整備事業の拡充
標準仕様ノンステップバスの導入、バス・鉄道相互の共通ICカードシステ

ムの導入等により、バスのバリアフリー化を推進する。

駅・まち一体改善事業

離島航路に就航する船舶のバリアフリー化の推進（バリアフリー化建造費補助）

ＬＲＴの導入及び鉄道のＩＣカード乗車券の共通化・相互利用化の促進

鉄道駅のバリアフリー化（ＪＲ東海岡崎駅（愛知県）等）

港湾のバリアフリー化（鹿児島港（鹿児島県 、石垣港（沖縄県）等））

鉄道駅周辺等の歩行空間のバリアフリー化（金沢駅周辺地区（石川県）等）

河川空間のバリアフリー化（狩野川（静岡県）等）

官庁施設のバリアフリー化
（木津地方合同庁舎（京都府 、新潟第２地方合同庁舎（新潟県）等））

○ 福祉との連携による高齢者等の居住の安定確保の推進

目標３ 子育てしやすい社会の実現

○ 子供がのびのび過ごせる環境づくり
河川及び海岸の水辺を利用した自然体験活動の推進

（天竜川（静岡県 、田之代海岸（兵庫県）等））
た の し ろ
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目標４ 住環境、都市生活の質の向上

○ 地域の創意工夫を活かしたまちづくり
まちづくり交付金の創設
地域の創意工夫を活かしつつ「全国都市再生」という国の重要課題に取り

組むため、従来の補助金とは全く異なる、市町村の自主性や裁量性を追求し
た新たな助成措置として創設する。

○ 良好で安全な住宅市街地及び住環境の整備
住宅市街地総合整備事業の創設
地方公共団体の裁量による総合的な計画策定と事業実施を推進し、良好な

居住環境の創出を図るため、住宅市街地の整備に関する補助金を再編・整
理し、総合的な支援制度を創設する。

住宅市街地総合整備事業の創設等良好な住宅市街地整備の推進

（東雲地区（江東区 、那珂川リバーサイド地区（福岡市）等））
しののめ

美しい水辺都市の再生（荒川（荒川区）等）

指定湖沼、三大湾等における下水道の普及促進
（琵琶湖流域下水道（滋賀県 、船橋市公共下水道（千葉県）等））

○ 電線類地中化の推進
無電柱化推進のための技術開発等の実施
非幹線道路においても無電柱化を推進するため、歩行者等の通行を阻害し

ない街灯と一体となったトランス等の技術開発や、軒下配線等についての地
域住民の合意形成手法の調査検討を実施する。

電線類地中化（一般国道254号桜川（東京都）等）

○ 魅力ある地域づくりと観光立国に資する良好な景観形成の推進
景観形成事業推進費の創設

、 、景観に関する総合的な法律の整備に併せて 景観形成事業推進費を創設し
年度途中の機動的な予算措置を行うことにより、都市及び地域の活性化と観
光立国の推進に資する良好な景観形成のための事業を推進する。

目標５ アメニティ豊かな生活環境の形成

○ 水と緑の空間形成
緑地環境整備総合支援事業の創設
都市公園の整備、緑地保全事業に加え、新たに民有緑地の公開に必要な

施設整備を補助対象とし、水と緑のネットワークの形成を総合的に支援する統
合補助制度を創設する。
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「緑の回廊構想」等の推進
（東伏見公園（東京都 、名取川（宮城県 、六甲地区（兵庫県）等）） ）

親水性の向上による良好な生活環境づくりの推進（新潟港、東京港等）

○ 地域と一体となった海辺の創造
地域住民、NPOとの連携等地域と一体となった海辺の創造

（両津港海岸（新潟県 、由宇港海岸（山口県 、雨 晴海岸（富山県）等）） ）
ゆ う あまはらし

目標６ 良質で安全な水の安定した利用の確保

○ 清らかな流れの回復と水道水源域の水質の保全
清らかな河川の流れの回復による安定したおいしい水の確保

（霞ヶ浦（茨城県 、釜房ダム（宮城県）等））
かまふさ

水道水源域における下水道の普及促進（群馬県等）
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２．安 全

目標７ 水害等による被害の軽減

○ 水害、土砂災害等の防止、被害の軽減
一級河川 二級河川の各統合補助金の統合、
統合一級河川整備事業及び統合二級河川整備事業を統合し、事業主体で

ある都府県の裁量を更に高めるとともに、事務手続きのより一層の簡素化を
図る。

浸水被害緊急改善下水道事業の創設
都市機能集積地区、床上浸水被害未解消地区等において、再度災害防止

等の観点から浸水被害の軽減及び解消を図るため、一定規模以上の雨水貯
留・排水施設、雨水浸透施設を下水道事業の補助対象とするとともに、被災
年度から予算措置を可能とする浸水被害緊急改善下水道事業を創設する。

災害弱者対策事業の創設
災害弱者を津波・高潮等の海岸災害から防護するため、病院等の災害弱

者関連施設の利用者を勘案した事業の採択要件にするとともに、安全情報伝
達施設の整備や既存施設のバリアフリー化を推進する災害弱者対策事業を創
設する。

地方の自主性を活かした治水対策の推進（新潟県等）

下水道事業による浸水被害の緊急的な改善（福岡市等）

海岸事業における災害弱者対策の推進

（木更津港海岸（千葉県 、本 町海岸（北海道）等））
ほんちょう

下水道・河川が連携した雨水対策の推進（新川（愛知県）等）

人命を守る土砂災害緊急プロジェクトの推進（広島県等）

（ 、 、 ）海岸災害に対する安全確保 東京港海岸 富士海岸(静岡県) 赤穂港海岸(兵庫県)等

鉄道防災事業、鉄道災害復旧事業

○ 防災情報の高度化
防災気象情報提供業務の拡充
国民の安全と安心のための防災気象情報の高度化のため、土砂災害警戒

情報作成システム、高性能数値予報モデル用スーパーコンピュータ及び次世
代気象情報通信網の整備を図り、防災機関等の防災対応の可否判断をより適
切に支援する。

土砂災害警戒情報に関する伝達の推進（熊本県等）

静止気象衛星（運輸多目的衛星新２号）の整備

沖ノ鳥島の遠隔監視システムの高度化（沖ノ鳥島海岸（東京都 ））
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目標８ 地震・火災による被害の軽減

○ 地震、火災に強い都市、市街地等の形成
地震・高潮等対策河川事業の創設
指定区間の一級河川及び二級河川について、緊急かつ計画的に地震・津

波対策に取り組むため、低地対策河川事業に津波対策を事業対象として加え
た上で再編し、地震・高潮等対策河川事業を創設する。

密集市街地の緊急整備

（都市防災総合推進事業：東部・荒川左岸地区（葛飾区）等、住宅地区改良事業：

大谷口上町地区（板橋区）等、住宅市街地総合整備事業：生野区南部地区（大阪
おおやぐちかみまち

市）等）

住宅・建築物の耐震化等の推進

地震・高潮等対策河川事業の創設（高知地区（高知県）等）

東南海・南海、東海地震等大規模地震対策の推進

衣浦港海岸（愛知県 、須崎港海岸（高知県 、宮ノ脇谷川（和歌山県 、宇和路地（ ） ） ）
きぬうら み や の わ き た に う わ じ

）区（宮崎県）等

避難地・防災拠点等となる都市公園等の整備（三木総合防災公園（兵庫県）等）

東京湾臨海部基幹的広域防災拠点の整備
）（ 、国営公園整備事業:国営東京臨海広域防災公園 港湾整備事業:川崎港広域防災緑地

河川、海岸、港湾、道路等の公共施設の耐震化等

（河川事業：太田川（広島県）等、海岸事業：相良海岸（静岡県）等、港湾整備事業：
さ が ら

東京港、千葉港、道路の防災対策：一般国道41号猪谷地区（富山県）等、道路の震災
いのたに

対策：一般国道1号新安間橋（静岡県）等）
し ん あ ん ま

津波・高潮防災ステーション等による海岸防災機能の高度化

（清水港海岸（静岡県 、徳山下松港海岸（山口県）等））
くだまつ

官庁施設の耐震対策（花咲港湾合同庁舎（北海道）等）

○ 地震予測精度の向上及び監視体制の強化
地震予測・監視業務の拡充
東海・東南海・南海地震等海溝型地震の監視体制を強化するため、東海

地震の予測精度向上及び東南海・南海地震の発生準備過程の研究を行うと
ともに、ケーブル式海底地震計及びナウキャスト地震計の整備を図り、総合
的な防災対策を講じる。

関係機関震度データ受信装置の整備

北西太平洋津波監視システムの整備
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○ 地下駅火災対策の実施
地下駅火災対策整備事業の創設

、「 」地下駅における利用者の安全を確保するため 地下鉄道の火災対策基準
の制定前に建設され、同基準を満たしていない地下駅における火災対策施設
のうち、避難通路及び排煙設備の緊急整備を図る。

目標９ 交通安全の確保

○ 道路・公共交通の安全対策等
交通事故対策の推進

（院内地区（千葉市）等）あんしん歩行エリアの整備
いんない

事故危険箇所対策の推進（一般国道155号宝町交差点（愛知県）等）

ＰＦＩ手法を用いた駐車場整備の推進（新浦安地区自転車駐車場（千葉県 ））

ＩＴを活用した運送事業に対する監査体制の強化

踏切事故防止対策の推進

ポートステートコントロール体制等の整備

航行援助支援システムのＩＴ化（沿岸域情報提供システムの整備）

（神戸地区、福岡地区などの17地区のシステム整備）

放置艇対策の推進（千葉港、鳥取港等）

○ ハイジャック・テロ対策等航空保安対策の推進
ハイジャック防止対策等航空保安対策の強化
航空保安をめぐる厳しい情勢に対応するため、大規模な検査システムの導

入、フェーズE（非常態勢）に対応した航空保安体制強化を推進する。

航空交通の安全対策強化
ニアミス事故再発防止及びフェイルセーフ対策として、飛行計画情報処理シ

ステム（FDP）障害を踏まえ管制情報処理システム障害の再発防止対策や訓
練体制の強化を図る。

航空運送事業等の安全監査の実施等航空安全対策の推進

○ 改正ＳＯＬＡＳ条約への対応、物流セキュリティの強化等の推進
改正ＳＯＬＡＳ条約（海上人命安全条約）に対応した港湾の保安対策の強化

物流ｾｷｭﾘﾃｨ強化及びこれに連動した物流効率化の実現方策等に関する調査研究
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目標１０ 海上における治安の確保

○ 海上における治安対策の強化（高速高機能巡視船の整備及び装備、情
報能力等の強化）

○ 海事保安強化のための基盤システムの構築（船員データの電子化）
船員手帳等の電子化の推進
船員データの電子化により船員行政を効率化するとともに、船員の身分証

明機能を有する船員手帳等にバイオメトリクスを取り入れることにより海事保安
の強化を図る （平成１６年度モデル事業）。

目標１１ 船員災害の防止

○ 船員労働環境等の整備
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３．環 境

目標１２ 地球環境の保全

○ モーダルシフト、クリーンエネルギーの利用等の推進
バイオマス燃料対応自動車開発促進事業

幹線鉄道等活性化事業（貨物鉄道 （山陽線））

環境負荷の小さい物流体系の構築を目指す実証実験

広域的な公共交通利用転換に関する実証実験等の推進

クリーンエネルギーを利用した航路標識の整備

○ 住宅・建築物の省エネルギー化
循環型市街地形成の推進

環境配慮型官庁施設）の整備グリーン庁舎（
（下館地方合同庁舎（茨城県 、中部空港地方合同庁舎（愛知県）等））

○ 新たな気候変動対策に向けた取組
有害紫外線予測情報提供業務の創設
気候変動・地球環境問題に対応するため、有害紫外線の実況や予測に関

する情報提供の試行を開始する。

地球温暖化対策推進体制の強化

目標１３ 大気、騒音等に係る生活環境の改善

○ 低公害車等の開発・普及の促進
低公害車普及促進対策費補助事業の拡充
使用過程にあるディーゼル車のＣＮＧ車への改造、新長期規制対応車の補

助対象への追加とともに、低PM認定車のDPF装置を補助対象とすることによ
り、大気環境の早期改善を図る。

次世代低公害車の開発及びＣＮＧバス・トラック等の普及の促進

DPF・酸化触媒の導入支援による自動車の低公害化の促進

○ 沿道等における大気汚染・騒音対策の促進
船舶からの環境負荷低減のための総合対策

（一般国道 号（川崎市）等）交通の円滑化対策等による沿道環境の改善 15
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○ シックハウス対策の推進

目標１４ 良好な自然環境の保全・再生・創出

○ 自然再生等の推進
海浜・干潟等の保全・再生・創出の推進湿地・

（釧路川（北海道 、久美浜海岸（京都府 、東京湾、三河湾、堺泉北港等）） ）
く み は ま

○ 放置座礁船対策の推進
保険義務付け制度 油等防除･船舶撤去に係る国の支援措置の創設･拡充及び

一定の船舶に保険加入を義務付ける等の制度を導入するとともに、地方公
共団体が行った油等防除措置や船舶撤去に関し、国の支援制度を創設・拡
充する。

（那覇港（沖縄県 、手石港（静岡県）等）放置座礁船対策の推進 ）
て い し

目標１５ 良好な水環境への改善

○ 河川、湖沼等の公共用水域の水環境の改善
合流式下水道緊急改善事業の拡充
合流式下水道の改善方策について、雨水貯留施設だけでなく、雨水浸透

施設や雨水の放流きょの整備を追加することで、地域特性に応じた改善手法
の選択（ローカルルールの導入）を可能とする。

合流式下水道改善の推進等（仙台市等）

（手賀沼（千葉県）等）下水道・河川の連携による水質浄化対策の推進

（琵琶湖流域下水道等）高度処理の推進等

○ 閉鎖性海域の水環境の改善等
大型浚渫兼油回収船の建造（名古屋港）

閉鎖性海域等の水環境の改善の推進（瀬戸内海、大阪港、伏木富山港、小樽港等）
ふ し き と や ま

目標１６ 循環型社会の形成

○ リサイクルシステムの確立
（ 、 、 、 ）リサイクルポート及び廃棄物処理対策の推進 東京港 神戸港 広島港 北九州港等

ＦＲＰ廃船の高度リサイクルシステムの構築

下水汚泥の再資源化と広域的処理の推進（京都府、長野県等）
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活 力４．

目標１７ 広域的モビリティの確保

○ 幹線交通体系の整備の推進
新幹線鉄道整備事業（東北、北陸、九州各新幹線 ３線６区間）

幹線鉄道等活性化事業（高速化 （宇野線・本四備讃線・三岐鉄道北勢線））
び さ ん さ ん ぎ

高規格幹線道路及び地域高規格道路の整備（東海環状自動車道（愛知県等）等）

○ 航空サービスの充実
東京国際空港（羽田）再拡張事業の創設
羽田空港に４本目の滑走路等を新設する再拡張事業により、発着容量制約

の解消や多様な路線網の形成を図るとともに、再拡張後の余裕枠を活用して
２００９年までに国際定期便の就航を図る。

空港アクセス等航空サービス高度化推進事業の創設
既存空港の高質化を図り、活用する観点から、ハード・ソフトの組み合わ

、 。せによる施策として 空港アクセス等航空サービス高度化事業等を推進する

次期管制システムの整備の推進等

目標１８ 国際的な水準の交通サービスや国際競争力等の確保・強化

○ 国際拠点空港等の整備の推進
関空連絡橋通行料金に関する社会実験の実施
航空旅客・関空訪問者の増大効果を検証するため、関空連絡橋通行料金

の引き下げ等を内容とする社会実験を行う。

国際拠点空港(成田・関空・中部)の整備

○ スーパー中枢港湾プロジェクトの推進等による物流機能の強化
スーパー中枢港湾プロジェクトの推進
アジアの主要港を凌ぐコスト・サービス水準の実現を目標に、スーパー中

枢港湾において、ターミナルシステムの統合・大規模化、ＩＴ化等を図るため
の社会実験を実施する。

国際海上コンテナターミナル・多目的国際ターミナルの整備

（名古屋港、三島川之江港（愛媛県）等）

海上ハイウェイネットワークの構築（東京湾口航路、関門航路等）

（ （ ））ＰＦＩの活用によるコンテナターミナルの効率的運営の推進 北九州港 北九州市
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○ 三大都市圏環状道路の整備の推進
三大都市圏環状道路の整備（首都圏中央連絡自動車道等）

○ 空港・港湾等へのアクセスの向上
空港・港湾等へのアクセス道路・鉄道の整備の推進
（マルチモーダル交通体系連携整備事業：中部国際空港及び関連道路整備(愛知県)、

三河港及び関連道路整備（愛知県）等）

○ 民間都市開発の支援等都市再生の推進
都市再生総合整備事業の拡充
駐車場等の施設購入費を追加することにより、PFI手法等の導入を図るとと

もに、都市拠点整備総合計画に位置付けられた都市基盤施設整備への支援
の充実を図ることで、民間による都市再生を一層推進する。

民間都市開発事業を支援する都市再生総合整備事業の推進（千葉市臨海部地域等）

臨海部における都市再生の推進

PFIによる中央官庁庁舎等の整備の推進

（中央合同庁舎第７号館（千代田区 、九段第３合同庁舎（千代田区 ）） ）

目標１９ 物流の効率化

○ 次世代内航船（スーパーエコシップ）の開発等の推進
海上物流の高度化に資する船舶の建造促進による内航海運活性化

次世代内航船（スーパーエコシップ）の研究開発

目標２０ 都市交通の快適性・利便性の向上

○ 快適な都市鉄道の整備の推進
地下高速鉄道整備事業（京阪中之島新線（大阪市）等）

ニュータウン鉄道等整備事業（横浜市４号線（横浜市）等）

幹線鉄道等活性化事業（旅客線化等 （大阪外環状線（大阪府）等））

○ 鉄道駅及び駅周辺の総合的な整備の推進
鉄道駅総合改善事業（下井草駅(杉並区)、東長崎駅(豊島区)、日暮里駅(荒川区)等)

都市再生交通拠点整備事業（天神地区（福岡市）等）

（ ）（ （ 、 ）、 （ ））幹線鉄道等活性化事業 乗継円滑化 尼崎駅他 兵庫県 大阪市 平良駅 広島県
へ ら
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○ 道路交通円滑化の推進
ボトルネック踏切の除却・改良等の推進による道路交通渋滞の緩和

（連続立体交差事業：ＪＲ中央線（東京都）等62箇所）

年度末の路上工事渋滞の縮減（多年度に跨る執行が可能な国庫債務負担行為（直轄道

路修繕事業）の採択要件の緩和による年間の路上工事の平準化）

目標２１ 地域交通確保

○ 地域交通の確保
地方鉄道の安全対策支援の拡充
地域の住民の足となる地方鉄道の安全性確保のため、安全性緊急評価に

より緊急に改善を要する設備の改修等を推進する。

地方バス路線の維持

離島航路の維持

公共交通活性化総合プログラムの推進

目標２２ 地域間交流・観光交流等内外交流の推進

○ 観光立国の実現
ビジット・ジャパン・キャンペーンの推進
訪日外国人旅行者を１０００万人に倍増させることを目標として、日本の観光

魅力を海外に発信するためのビジット・ジャパン・キャンペーンを官民一体で
引き続き実施する。平成16年度は、現行の韓国・台湾・米国・中国・香港
に、英・独・仏を加えて、８つの国・地域を重点市場としてキャンペーンの一
層の拡充を図る。

観光交流空間整備と多様な主体の参加・連携の推進
地域の魅力再発見活動によって観光魅力づくりを推進する観光プラスワン大

作戦の実施等により、観光交流空間づくりを支援する。

一地域一観光づくり推進事業

訪日外国人旅行環境整備事業

外国人観光客が利用しやすいバス交通の実現に向けた実証実験

（公共交通移動円滑化設備整備事業の拡充）

○ 地域ブロックの形成と地域間連携の支援
ＳＡ・ＰＡに接続するスマートＩＣの社会実験制度の創設
建設・管理コストの節減が可能なスマートICを活用して、追加ICの整備を

促進し、高速道路の利用増進、地域の生活の充実、経済の活性化を図るた
め、スマートICの導入にむけた社会実験を行う。

地域の都市間交流を支援する道路整備の推進

（一般国道313号禾津バイパス（岡山県）等）
いなつ

地域ブロックの形成支援（市町村合併支援道路整備事業：静岡市（静岡県）等）
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目標２３ 新たな市場の育成

○ 大陸棚の限界画定のための調査
大陸棚の限界画定のための調査
国連海洋法条約に基づき、我が国の大陸棚を拡大するためには、平成２１

年５月までに国連に申請する必要があり、関係省庁と連携して、我が国周辺
海域の地形・地質に関する調査を行う。

目標２４ 公正で競争的な市場環境の整備

○ 地籍整備の推進
民活と各省連携による地籍整備の推進
都市再生の円滑な推進のため法務省と連携して、都市部における登記所備

付地図の整備を強力に推進することとし、従来の地籍調査予算に加え、都市
部の街区座標の調査等を行う都市再生街区基本調査を創設する （この他に。
公共事業を通じて実施するものがある ）。

目標２５ 産業の生産性向上

○ 建設産業の構造改革の推進
建設業の再生に向けた環境整備の促進
不良・不適格業者の排除の徹底に向けた取組みを推進するとともに、地域

の中小・中堅建設業について企業連携・事業転換等の取組みを支援し、経
営基盤の強化・過剰供給構造の是正を図る。

○ 次世代を担う人材の育成
３ＰＬ に関する人材育成促進事業の創設（サード・パーティ・ロジスティクス）
中小の物流事業者が新分野である３ＰＬに進出することを促進する上で効果

的と認められる、教育プログラム開発、テキスト作成、研修の開催等の人材
育成促進事業を実施する。

造船業の次世代人材養成事業の創設
次世代を担う人材に造船に関する「匠」の技術を円滑に伝承するため、新

卒、中途採用者の即戦力化のための座学、実技研修、技能人材データベー
スの構築・運用等の造船業における就業・研修サービスを支援する制度を創
設する。

目標２６ 消費者利益の保護

○ 既存住宅等の性能評価に対応した紛争処理体制の整備
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５．共通の政策課題

目標２７ ＩＴ革命の推進

○ ＩＴ技術の活用による交通サービス等の高度化
バスの目的地到着予想時刻情報を配信するシステムの構築・評価

車両識別高度化活用プロジェクト

準天頂衛星測位システムの開発

○ 電子政府の実現
電子政府実現のためのシステム経費
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１．国庫補助負担金の改革について（事業別）

① 道 路
・道路整備に対する補助事業は、原則として空港・港湾アクセス道路など

重要なネットワークを形成する事業や交通安全対策、沿道環境対策など

国家的見地から支援が必要な事業に重点化することにより、抑制する。

・一般国道（補助）の舗装補修について、補助の廃止。

・地方道の舗装補修、一次舗装新設及び単独二次舗装について、補助の廃

止。

・地方道の橋梁補修の採択基準の引上げ （単年度事業費 都道府県道：。

１億円→1.5億円、市町村道：２千万円→1.5億円）

・地方道路整備臨時交付金について、個別事業の実施を地方の自由裁量に

委ね、国はパッケージとしての計画目標の達成度を事後評価する仕組み

に改革。

② 治 水
・河川改修に係る補助事業については、頻発する豪雨水害への対策等集中

的に実施すべき事業を除き、抑制する。

・河川修繕費補助、砂防施設修繕費補助及び地すべり防止施設修繕費補助

に係る採択下限値の引上げ（5,000万円→6,000万円 。あわせて採択上）

限値を廃止。

・海岸事業について、以下の採択基準の引上げ。

－補修統合補助事業（都道府県 ：4,000万円以上→4,500万円以上）

（ ）－高潮対策・侵食対策・公有地造成護岸等整備統合補助事業 市町村

：6,000万円以上→7,000万円以上

－海岸環境整備事業：8,000万円以上→8,500万円以上

・一級河川、二級河川の各統合補助金の統合。

・準用河川改修事業について、統合補助金化する。

・ダム事業については、新規箇所を厳選する。

③ 都市公園
・公園に係る補助事業については、防災上の必要性があるもの等を除き、

抑制する。

・補助事業の対象となる都市公園整備事業（市町村）の下限の引上げ。

１億円→２億円

・都市公園整備、緑地保全事業に加え、新たに民有緑地の公開に必要な施

設整備を補助対象とする 「緑地環境整備総合支援事業 （統合補助金）、 」

の創設。
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④ 住宅・市街地
・地域の創意工夫を活かしつつ「全国都市再生」という国の重要課題に取

り組むため、従来の補助金とは全く異なる、市町村の自主性や裁量性を

追求した「まちづくり交付金」の創設。

・住宅市街地総合整備事業（統合補助金）の創設。

・公営住宅の建設・買取・改善と地方公共団体による特定優良賃貸住宅、

高齢者向け優良賃貸住宅の各統合補助金の統合。

・特定優良賃貸住宅について、地域の需要動向を踏まえ、新規補助を厳し

く限定する。

・公営住宅について、既存住宅の用地取得費に係る補助を削減する。

・郊外部の団地開発支援については原則行わないなど、住宅宅地関連公共

施設整備について厳しく抑制する。

⑤ 下 水 道
・重要な公共用水域の水質保全等のために特に必要がある場合等を除き、

汚水処理システムの概成後における汚水管きょの単純な維持更新に対す

る新規の国庫補助負担事業を原則廃止する。

・水質保全上優先順位が高い地域以外における下水道整備を抑制する。

⑥ 空 港
・ヘリポートに対する補助事業（航空保安施設を除く）の採択基準の引上

げ。5,000万円以上→１億円以上

・地方空港の整備を厳しく抑制。

⑦ 港 湾
・中枢・中核国際港湾等以外の重要港湾については、効率的・効果的投資

を更に促進するため、小規模な施設について、耐震強化岸壁のような防

災・安全上必要な施設など特に重要なものを除き、新規採択を厳に抑制

する。

・港湾施設改良費統合補助について、市町村管理に係る補助の採択基準を

更に引上げ。4,000万円以上→5,000万円以上

・地方港湾について重点化を進め、実施港数を更に削減。
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２．平成１６年度予算所管特殊法人等予算措置状況

【国　費】 （単位：百万円）

（主  な  特  殊  法  人  等） 　 　 　

日本道路公団 - - -

首都高速道路公団 18,800 19,400 0.97

阪神高速道路公団 11,800 12,900 0.91

本州四国連絡橋公団 53,333 53,333 1.00

都市基盤整備公団 113,893 133,139 0.86

地域振興整備公団 830 854 0.97

住宅金融公庫 404,400 364,400 1.11

関西国際空港㈱ 70,300 51,700 1.36

奄美群島振興開発基金 300 300 1.00

673,734 636,138 1.06

(注１)　NTT-A貸付金を除く。

(注２)　都市基盤整備公団及び地域振興整備公団は、平成16年７月１日に独立行政法人

　　へと移行。

(注３)　奄美群島振興開発基金は、平成16年10月１日に独立行政法人へ と移行予定。

(注４)　住宅金融公庫については、交付金（過去に繰り延べた補給金分）の増加（約300億円）

　　と繰上げ償還の増加に起因する補給金の増加により財政支出が増加している。

(注５)　関西国際空港については、事業費は平成15年度とほぼ同額であるが、過去の財務・

　　国土交通大臣間合意を踏まえ、一般会計が負担する出資金・無利子貸付金の割合が

　　増加したことにより財政支出が増加している。

全所管特殊法人等合計

独立行政法人
都市再生機構

区　　　　　　　　　分 前  年  度 倍　　率１６ 年 度
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３．平成１６年度予算に向けた事業評価等実施状況の概要

≪事業評価実施状況≫
１．新規事業採択時評価について

新規事業採択時評価実施要領に基づき、平成１６年度の新規事業採択箇所

について費用対効果分析を含んだ総合的な評価を実施している。現段階で評

価を実施した新規箇所とその評価結果については、以下のとおりである。

注１：費用便益比（Ｂ／Ｃ）は、事業採択の際に考慮する１つの項目であり、それを
含めて事業の必要性、効果、熟度等を総合的に判断して採択を行っている。

注２：各事業において費用便益比については、それぞれの目的、内容に応じ具体的な
算出方法を異にしていることから、各事業における費用便益比をそのまま異な
る事業との比較に用いることはできない。

注３：総事業費は確定した金額ではなく、評価を実施する際等に想定した概算値であ
る。費用は費用便益費を算出する際の費用であり、将来にわたって必要な建設
費用、維持管理費等を評価時点の価値に割り戻したもの。

【ダム事業】
（直轄）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

天竜川ダム再編事業
　中部地方整備局 730 6,426

浸水戸数：123,000戸
浸水農地面積：9,500ha 657 9.8

・昭和43年には天竜市等で1,675棟の浸水
被害、また、平成10年では浜松市等で487
棟の浸水被害が発生しているなど、過去
10年間に4回の浸水被害が発生している。
・当該事業の実施により、天竜市鹿島地
点の洪水流量18,300m3/sのうち3,700m3/s
の洪水調節を行う。
・既存ストック（佐久間ダム）の有効活
用により、環境改変を最小限に抑制する
ことが出来る。
・排砂施設等の整備により、流入土砂の
一部を流下させ、天竜川における土砂移
動の連続性の確保を図ることが出来る。

本省河川局治水課
（課長　望月　常好）

【ダム事業（事業段階の移行）】
（補助）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

儀間川総合開発事業
　沖縄県 130 194

浸水戸数：555戸
浸水農地面積：110ha 110 1.8

・昭和58年9月の台風10号では浸水家屋41戸、
田畑冠水97haの被害、平成10年10月の集中豪雨
では5戸の浸水家屋、畑冠水3.3haの被害、平成
13年9月の台風16号では15戸の浸水家屋、田畑
冠水119haなど頻繁に浸水被害が発生してい
る。
・当該事業に実施により、儀間川について山田
橋地点で洪水流量の58m3/sのうち17m3/sの洪
水調節する。また、謝名堂川においては中ノ橋
地点で43m3/sのうち13m3/sの洪水調節を行
う。
・旧仲里村の上水道給水実績は、平成４年度以
降は水道供給能力を上回っている状況。毎年夏
場の渇水期には、農業ため池から水道用水を取
水しているため、基幹産業であるサトウキビ畑
の干ばつが頻発（H5～H14の10年間に6回の干ば
つ被害）。
・渇水が頻発し、また今後の水需要が見込まれ
る久米島町に対し、当該事業の実施により、水
道用水0.0035m3/s（300m3/日）を供給でき
る。

本省河川局治水課
（課長　望月　常好）

費用
（Ｃ）

（億円）
Ｂ／Ｃ その他の指標による評価

担当課室
（担当課長名）

総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）

（億円）
Ｂ／Ｃ その他の指標による評価

担当課室
（担当課長名）

総事業費
（億円）

便益（Ｂ）

【海岸事業】
（直轄）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

福井港海岸
直轄海岸保全施設整備事業
　北陸地方整備局

179 566 想定浸水面積　：268ha 134 4.2
・波浪による越波を減少させることにより、安
全性の向上をはかることができる。また、地震
時における施設の安全性の向上、浸水被害の危
険性の低減をはかることができる。

本省港湾局
海岸・防災課

（課長　須野原　豊）

担当課室
（担当課長名）

その他の指標による評価
総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）
（億円）

Ｂ／Ｃ
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【道路・街路事業】
（補助）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

一般国道２６３号
三瀬トンネル有料道路（２期）
　佐賀県道路公社

73 152 計画交通量：7,000台／日 60 2.5

・物流効率化の支援（特定重要港湾へアクセス
向上が見込まれる）
・国土地域ネットワークの構築（現道等におけ
る大型車のすれ違い困難箇所が改善される）
・個性ある地域の形成（主要な観光地へのアク
セス向上が期待される）　等

主要地方道長崎南環状線
ながさき女神大橋道路
　長崎県道路公社

345 680 計画交通量：3,700台／日 339 2.0

・円滑なモビリティの確保（混雑時旅行速度が
20km/h未満である区間の旅行速度の改善等）
・物流効率化の支援（重要港湾長崎港へのアク
セス向上、港湾直轄事業との交通連携事業等）
・都市の再生（広域道路整備基本計画に位置づ
けのある環状道路の形成等）
・災害への備え（緊急輸送路（R202、R499）が
通行止めになった場合の代替路線を形成等）
等

ＪＲ函館本線連続立体交差事業
（野幌駅付近）
　北海道

150 234
踏切交通遮断量：11万台時／
日 120 2.0

・都市圏の交通の円滑化の推進
・中心市街地の活性化
・鉄道により一体的発展が阻害されている地区
を解消

ＪＲ北陸本線等連続立体交差事業
（富山駅付近）
　富山県

390 555 計画交通量：9万台／日 344 1.6
・都市圏の交通の円滑化の推進
・中心市街地の活性化
・鉄道により一体的発展が阻害されている地区
を解消

ＪＲ予讃線連続立体交差事業
（松山駅付近）
　愛媛県

290 312
踏切交通遮断量：8万台時／
日 201 1.6

・都市圏の交通の円滑化の推進
・中心市街地の活性化
・鉄道により一体的発展が阻害されている地区
を解消

担当課室
（担当課長名）

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長　斉藤　親）

九州地方整備局
道路部地域道路課

（課長　西川　勝義）

総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）

（億円）
Ｂ／Ｃ その他の指標による評価

【港湾整備事業】
（直轄）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

岩国港　装束地区～室の木地区
臨港道路整備事業
　中国地方整備局

144 281
輸送コスト削減
（平成23年度 予測交通量：
8,000台/日）

119 2.4
・臨港道路の新たな整備による渋滞緩和等によ
り、ＣＯ２の削減、沿道騒音の軽減等が見込ま

れ、港湾の周辺環境が改善される。

本省港湾局計画課
（課長　中尾　成邦）

（補助）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

那覇港　新港ふ頭地区
廃棄物海面処分場整備事業
　那覇港管理組合

74 142
処分コストの軽減（平成28年度
一般廃棄物総受入予定量：94千
ｍ3、港湾事業発生浚渫土砂受入
予定量：39千ｍ3）

71 2.0
・一般廃棄物等の最終処分場を確保することに
より、代替処分場までに掛かる輸送コストが削
減されると共に、ＣＯ２及びＮＯＸの排出量が

削減され、地域環境の保全が図られる。

本省港湾局
環境・技術課

環境整備計画室
（室長　林田　博）

【空港整備事業】
（直轄）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

空港利用者(需要予測)

その他の指標による評価

その他の指標による評価

Ｂ／Ｃ

・現在の発着容量は28.5万回/年(平成15年7月
より。391便/日に相当)であるが、当該事業の
実施により発着容量を40.7万回/年(557便/日に
相当)まで増加させることができる。

6.5
平成19年度：6,070万人
平成24年度：7,320万人
平成29年度：8,030万人
平成34年度：8,550万人

東京国際空港再拡張整備事業
　関東地方整備局・東京航空局

総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）

（億円）

7,800 47,400 7,300

総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）

（億円）
Ｂ／Ｃ

総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）

（億円）

Ｂ／Ｃ その他の指標による評価

担当課室
（担当課長名）

担当課室
（担当課長名）

担当課室
（担当課長名）

本省航空局
飛行場部計画課

大都市圏空港計画室
（室長　戸田　和彦）

【都市・幹線鉄道整備事業（高速化事業）】
（補助）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

幹線鉄道等活性化事業
（三岐鉄道北勢線）
　第三セクター

36 166
平成21年度の輸送人員：
　　　　　　6,595人/日 33 5.1

・駅周辺整備等沿線のまちづくり事業と
連携することによる相乗的な沿線地域の
活性化等

本省鉄道局財務課
（課長　室谷　正裕）

【都市・幹線鉄道整備事業（乗継円滑化事業）】
（補助）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

幹線鉄道等活性化事業
（平良駅乗継円滑化事業）
　第三セクター

1.5
（※）

12
平成22年度 平良駅南口広場
利用者数：
　　　　　　3,655人/日

1.4 8.9
・移動抵抗の低減
・バリアフリー施設整備
・公共施設へのアクセス機能の向上

本省鉄道局施設課
（課長　福代　倫男）

（※）総事業費には関連事業の整備費を含めている。

【都市・幹線鉄道整備事業（鉄道駅総合改善事業）】
（補助）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

鉄道駅総合改善事業（下井草駅）
　第三セクター

10
（※）

78
平成14年度下井草駅乗降人
員：
　　　　　　24,098人/日

9.0 8.7
・バリアフリー施設整備
・周辺交通の走行時間短縮
・自動車交通利便性向上
・滞留･交流機会増大、都市景観向上

鉄道駅総合改善事業（東長崎駅）
　第三セクター

25
（※）

28
平成14年度東長崎駅乗降人
員：
　　　　　　28,713人/日

22 1.3

・バリアフリー施設整備
・駅舎の混雑解消
・自動車交通利便性向上
・滞留･交流機会増大
・鉄道事業者用地の有効活用
・民間投資の誘発

（※）総事業費には鉄道駅総合改善事業補助対象費だけでなく、関連事業として自由通路整備費、広場整備費を含めている。

担当課室
（担当課長名）

担当課室
（担当課長名）

担当課室
（担当課長名）

本省鉄道局施設課
（課長　福代　倫男）

総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）

（億円）

総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）

（億円）

総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）

（億円）
Ｂ／Ｃ その他の指標による評価

Ｂ／Ｃ

Ｂ／Ｃ その他の指標による評価

その他の指標による評価
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【下水道事業】
（補助）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

利根川右岸流域下水道事業
　埼玉県 371 837 便益算定人口 12.08 万人 633 1.3

・各個別による公共下水道による整備コスト/
流域下水道による整備コストが１．０９であ
り、流域下水道による整備が経済的である。
等

本省都市・地域整備局
下水道部下水道事業課
（課長　小林  一朗）

担当課室
（担当課長名）

その他の指標による評価
総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）

（億円）
Ｂ／Ｃ

【官庁営繕事業】
（直轄）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

事業の
緊急性

計画の
妥当性

その他

花咲港湾合同庁舎
　北海道開発局 2.8 9.7 計画延べ床面積：818㎡ 5.2 1.9 102点 133点

 ・入居予定官署の税関・検
疫所・入管は民借しており、
所有者の漁協より立ち退き要
請されている。海保の庁舎に
ついては、老朽・狭隘が著し
く業務に支障をきたしてお
り、建替が必要となってい
る。

下館地方合同庁舎
　関東地方整備局 15 61 計画延べ床面積：4,969㎡ 25 2.4 119点 121点

 ・入居予定官署の既存庁舎
はいずれも経年による老朽
化、業務量増大に伴う狭隘化
が著しく、早急に庁舎整備が
必要である。

木津地方合同庁舎
　近畿地方整備局 5.1 18 計画延べ床面積：1,805㎡ 9.4 2.0 113点 133点

 ・入居予定官署の既存庁舎
はいずれも経年による老朽
化、業務量増大に伴う狭隘化
が著しく、早急に庁舎整備が
必要である。

東京税関新潟税関支署東港出張所
　北陸地方整備局 6.6 27 計画延べ床面積：2,114㎡ 13 2.1 105点 110点

 ・輸出入貨物量の増加に伴
い税関業務は年々変化してお
り、国際物流の一翼を担う税
関手続きについてより一層の
迅速化・簡素化が求められて
いる。迅速・適正通関の実施
のための施設整備が早急に必
要である。

本省大臣官房官庁営
繕部営繕計画課

（課長 藤田　伊織）

担当課
（担当課長名）

その他の指標による評価
総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）
（億円）

Ｂ／Ｃ

【船舶建造事業】
（直轄）

事 業 名
事業主体

大型巡視船
（ヘリ甲板付高速高機能）
建造（１隻）
　海上保安庁

76
海上保安庁

装備技術部船舶課
（課長　染矢　隆一）

注）直轄事業、公団等施行事業（公団等が行う補助事業は除く）の担当課は、事業の予算化の判断に資する評価の担当課とする。
　　補助事業、公団等施行事業（公団等が行う補助事業に限る）の担当課は、補助金交付等の判断に資する評価の担当課とする。

担当課
（担当課長名）

総事業費
（億円）

評価

・整備しようとする巡視船は、速力、夜間監視能力、捕捉能力、操縦性能、射撃精度等の向上が図られ、
また、ヘリコプター連携機能を有しており、不審船事案に迅速・的確に対応できるほか、悪質巧妙化する
密輸・密航事犯、外国人漁業の監視取締等にも十分対応することができる。
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２．再評価について

平成１５年３月に策定した国土交通省所管公共事業の再評価実施要領等に基づ
き、①事業採択後５年間が経過した時点で未着工の事業、②事業採択後１０年間
が経過した時点で継続中の事業、③事業採択前の準備・計画段階で５年間が経過
している事業、④再評価実施後一定期間が経過している事業等について、事業評
価監視委員会等を活用し、再評価を実施している。再評価実施状況及び再評価を
実施し、このうち対応方針が決定された事業のうち、現段階において中止した主
な事業は以下のとおりである。

【平成１６年度予算に向けた再評価実施状況】
事業種名 評価対象予定数 再評価実施状況

道路・街路事業

直轄・公団事業 約 １４５事業 年度内に評価完了予定

補助事業等 約 ２８５事業 年度内に評価完了予定

河川事業

直轄・公団事業 約 ９０事業 年度内に評価完了予定

補助事業等 約 ７１０事業 年度内に評価完了予定

ダム事業

直轄・公団事業 約 ３５事業 年度内に評価完了予定（２事業を中止）

補助事業等 約 ７５事業 年度内に評価完了予定（４事業を中止）

砂防事業等

直轄事業 約 ３５事業 年度内に評価完了予定

補助事業等 約 １６５事業 年度内に評価完了予定

海岸事業

直轄事業 ９事業 年度内に評価完了予定

補助事業等 約 ７５事業 年度内に評価完了予定

市街地再開発事業 約 ３０地区 年度内に評価完了予定

土地区画整理事業 約 １４０地区 年度内に評価完了予定（１箇所を中止）

港湾整備事業

直轄事業 約 ２０事業 年度内に評価完了予定

補助事業等 約 ５５事業 年度内に評価完了予定

空港整備事業

補助事業等 １事業 年度内に評価完了予定

航空路整備事業

直轄事業 １事業 評価完了

都市公園事業

直轄事業 １箇所 評価完了

補助事業等 約 １２０箇所 年度内に評価完了予定

下水道事業

公共下水道事業 約 １９０箇所 年度内に評価完了予定

流域下水道事業 約 １０箇所 年度内に評価完了予定

都市下水路事業 約 １０箇所 年度内に評価完了予定

公営住宅 ５件 年度内に評価完了予定

住宅地区改良事業 ３件 年度内に評価完了予定

住宅宅地関連公共 年度内に評価完了予定

施設等総合整備事業 約 ５０件

住宅市街地整備総 年度内に評価完了予定

合支援事業 約 ２０件

密集住宅市街地整 年度内に評価完了予定

備促進事業 約 ２５件

都市基盤整備公団事業 約 ５０事業 年度内に評価完了予定（１事業を中止）

注）補助事業の対象件数は国土交通省調べによる



- 32 -

【中止する事業】

土器川総合開発事業（四国地方整備局）
ど き が わ

座津武ダム建設事業（沖縄総合事務局）
ざ つ ん

戸倉ダム建設事業（水資源機構）※
と く ら

佐梨川ダム建設事業（新潟県）
さなしがわ

東大芦川ダム建設事業（栃木県）
ひがしおおあしがわ

新田川ダム建設事業（福島県）
にいだがわ

釈迦院ダム建設事業（熊本県）
しゃかいん

東小千谷北地区土地区画整理事業（東小千谷北土地区画整理事業組合）
ひ が し お ぢ や き た ひ が し お ぢ や き た

新川崎地区（都市基盤整備公団）
しんかわさき

※評価手続き中

３．事後評価について

平成１５年３月に策定した国土交通省所管公共事業の事後評価実施要領に基づ

き、事業完了後一定期間（５年以内）が経過した事業等について、事業評価監視

委員会等を活用し、事後評価を本年度から本格実施している。事後評価の実施状

況は以下のとおりである。

【平成１５年度における事後評価実施状況】

事業種名 評価対象予定数 事後評価実施状況

道路・街路事業

年度内に評価完了予定直轄・公団事業 約 １５事業

河川事業

年度内に評価完了予定直轄・公団事業 約 １０事業

ダム事業

年度内に評価完了予定直轄・公団事業 ５事業

砂防事業等

年度内に評価完了予定直轄事業 １事業

港湾整備事業

年度内に評価完了予定直轄事業 ３事業

空港整備事業

年度内に評価完了予定直轄事業 １事業

航路標識整備事業

年度内に評価完了予定直轄事業 約 ５０事業

年度内に評価完了予定官庁営繕事業 約 ２０事業

年度内に評価完了予定気象官署施設費 １事業

≪事業評価の向上に向けた取り組み≫

事業分野間における費用便益分析の前提条件や算出方法、評価指標等の設定

の考え方の整合性確保への対応、及び感度分析による需要などの将来の不確実

性への対応等についてとりまとめ、その結果を各事業の費用便益分析マニュア

ル等に適切に反映させる。
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４．コスト縮減への取組み（コスト構造改革）

事　業　名 概　　　　　　　要 コ ス ト 縮 減 効 果

道路 【早期部分供用】
インターチェンジを追加し、早期に部分供用。

・早期便益の発現（一般国道474号三遠道路において、平成
20年代前半全線供用予定を、インターチェンジを追加し、平
成19年部分供用に変更）
・便益増加250億円

空港整備 羽田空港再拡張の事業化後、環境アセスメント、漁業補
償等を実施したうえで、滑走路島、連絡誘導路の基盤施
設については工事期間を約２．５年と非常に短期間で実
施する予定。

事業期間短縮により、事業費の低減が期待され、また、投
資効果の早期実現が図られる。

港湾 予算の重点配分により施設の早期供用と事業効果の早
期発現を図る。

・早期便益の発現（四日市港霞ヶ浦北地区臨港道路の供用
開始予定時期を平成22年度から平成18年度へ前倒し）
・総便益921億→960億へ約40億円増加

○事業の迅速化

事　業　名 概　　　　　　　要 コ ス ト 縮 減 効 果

官庁営繕 各府庁により異なっていた工事仕様書や工事書式を統
一化するとともに、インターネットにより公表を行い、品質
管理、生産の効率化、工事請負者の手続きの軽減等を
図る。

書式の統一によるコスト縮減の例
書類作成時間が短縮されることにより、一契約ごとに約１０
万円のコスト縮減

下水道 設計・仕様の共通化・共同化の促進
・近接する市町村で、ほぼ同一時期に処理施設の計画・
設計・施工を行うことにより、コスト縮減が可能。

建設費 約１０％のコスト縮減
山形県７市町村及び宮崎県５町における試算の場合、第１
期供用分の建設費で約１３０億円→約１１８億円。

下水道 小規模処理場に適した汚泥処理工程の一体化
・従来の貯留、濃縮、脱水工程を一体化した多重板型ｽ
ｸﾘｭｰﾌﾟﾚｽ脱水機の導入により、整備施設のコンパクト
化、コスト縮減が可能。

建設費 約１１％のコスト縮減
青森県平内町ほか５４箇所における試算の場合、
１５５億円　→　１３８億円

河川 道路管理者との協議による付替道路の見直し
　原則として貯水池標高以上とすべき付替道路につい
て、将来の利用状況等を勘案し、道路管理者との協議
により、水没による一時通行止めを容認したルート（常時
満水位以上ｻｰﾁｬｰｼﾞ水位以下）に変更する。

約４０％のコスト縮減（モデルケースによる試算）
用地買収及び施工性等の軽減により
約３０億円→１８億円

河川 河川管理施設等構造令の適用除外規定を活用した新
形式ダム（台形CSGダム）の採用
　低品質の材料の利用を可能にするとともに、施工設備
の簡素化及び急速施工の実施を可能にする。

約２５％のコスト縮減効果（モデルケースによる試算）
低品質の材料を採用することにより原石山が不要となる等
約２００億円→約１５０億円

河川 グラウチング技術指針の性能規定化
　グラウチング（ダム基礎地盤の改良）技術指針を改訂
し、現地の条件にきめ細かく対応した施工の合理化を図
る。

約１２％のコスト縮減（モデルケースによる試算）
　基礎処理計画を見直すことにより
約１９．８億円→１７．４億円

道路 【インターチェンジ構造の見直し】
インターチェンジ構造をトランペット型から簡易なダイヤ
モンド型に見直し。

・インターチェンジ建設コストの低減（三陸縦貫自動車道　桃
生登米道路　登米インターチェンジ）

・２０億円　→　１２億円（８億円のコスト縮減）

新幹線鉄道 高強度吹付コンクリート工法の採用による工事コストの
低減
山岳トンネルの吹付コンクリートの高強度化により鋼製H
型支保工を省略し工事コストが低減

16年度縮減額：約1.0億円
〔１ｍあたり掘削費 約１００万円 ⇒ 約９３万円 縮減率
約７％〕

新幹線鉄道 【コンクリート構造物に限界状態設計法を本格的に導
入】
許容応力度法による耐力のみの設計照査手法から、要
求される性能について各々の照査を行う限界状態設計
法を本格的に導入することにより合理的な設計手法とす
ることで、工事コストを低減。

16年度縮減額：約43.8億円
〔920.3億円/年→876.5億円/年〕

空港整備 ・羽田再拡張の４本目の滑走路に係る空港計画の見直
し（滑走路島の敷地を最小化）。
・民間ノウハウをコスト縮減に反映させるため、民間事業
者の技術提案を随時受付。

・羽田再拡張滑走路整備事業において約１０％のコストを縮
減。

・更なるコスト縮減に資することが期待される。

空港整備 電波高度計用地の造成において、従来は盛土による用
地造成を行っていたが、電波反射実験により、土以外に
おいても同等の機能が可能であることが実証されたた
め、広島空港の造成方法を新たに橋梁構造を採用する
こととし、コスト縮減を図る。

盛土造成による整備費用＝８０億円（全体）
　　　　　　　　　↓
橋梁形式による人工地盤＝４０億円（全体）
事業全体として約４０億円の縮減を図る。
（Ｈ１６は約２０億円の縮減）

港湾 ・工事連携による浚渫土砂の有効活用
他工事で発生する浚渫土砂を、隣接の岸壁工事の中詰
材に有効活用することにより、材料購入費の縮減を図る

・浚渫土砂の有効活用による縮減（平成１６年度の１施設の
事例）
　同一地区内の２つの工事を工程調整することにより材料
購入費が不要となる。
　５４百万円→２１百万円（３３百万円の縮減）

○計画・設計の最適化
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事　業　名 概　　　　　　　要 コ ス ト 縮 減 効 果

官庁営繕 都市再生プロジェクトに指定された中央合同庁舎第７号
館及び九段第３合同庁舎について、民間の資金やノウ
ハウ等を活用した低廉・良質なサービスの提供と民間の
事業機会の創出を図るＰＦＩ方式による整備

中央合同庁舎第７号館及び九段第３合同庁舎の建設、維
持管理・運営の費用について、従来手法とＰＦＩ手法を現在
価値で比較した場合
      約６０億円の効果を算定

住宅 民間活力を活用した公共賃貸住宅の整備を推進する。
　・公共賃貸住宅に民間住宅や施設を複合的一体的に
整備することにより、住宅単位面積あたりの事業費の縮
減を実現。

（住宅地区改良事業の例）
・地区面積0.6ha、不良住宅115戸の不良住宅密集地区を改
善する場合の計算例
　　住宅単位面積あたりの事業費を約１割縮減
　　　　16.6万円／㎡→14.9万円／㎡

共通 インターネット等を活用して大口取引を適切に把握し、そ
れを積算に反映する。

「数量」「時期」場所」等の取引条件を限定し、インターネット
等を活用してより安い資材価格調査を行い、得られた「最安
値」を積算に採用することにより、直接的な工事費の縮減が
図られる。

共通 資材単価等の積み上げによる積算ではなく、工事価格
の実績に基づき、工種別に単価設定を行う「ユニットプラ
イス型積算方式」を試行する。

工種単位毎の合意単価を用いることにより価格の透明性・
説明性が向上する等の効果に加え、多大な労力を要してい
る精緻な積算を省力化することにより積算の合理化が図ら
れる。

○調達の最適化

事　業　名 概　　　　　　　要 コ ス ト 縮 減 効 果

下水道 電力貯蔵型電池の導入
・電力貯蔵が可能な電池の導入により、夜間電力を有効
活用し、電力料金の削減、環境負荷の低減を図る。

ライフサイクルコスト（建設費＋維持管理費）の縮減
東京都の試算によると建設費と維持管理費を合わせた１５
年間のコスト縮減効果は約２億円。

河川 　既設ダムに排砂バイパス（トンネル）を設置することに
より、ダム下流環境の保全及び維持管理費のコスト縮減
を図る。

（モデルケースによる試算）
排砂バイパスを設置しなかった場合
　　堆砂土砂浚渫費用　３１４億円
排砂バイパスを設置した場合
　　排砂バイパス設置＋維持管理費等　２２１億円
※年間約２億円のコスト縮減

道路 道路構造物の総合的資産管理システム（アセットマネジ
メントシステム）を構築し、同システムを支援する技術開
発や体制等の整備を図る。

【効果の試算（直轄国道の橋梁の例）】
延命化を行った場合、事後保全に比べ、長期的に約１／３
のトータルコストを縮減。
・約８．６兆円　→　約５．５兆円
（コスト評価期間；６０年）

住宅 公営住宅建設戸数を縮減、改善事業へシフトし重点化を
図る。
・建設戸数：28,000戸→25,000戸
・改善戸数：19,000戸→22,000戸

・総限度額（複数年の事業費合計）で約87～95億円の縮減

港湾 ・港湾施設の維持・更新におけるアセットマネジメントシ
ステムの導入
　港湾施設の適切な維持・更新を図るため、港湾施設の
健全度評価や寿命予測、適切な改良工法の検討等の
技術開発等、様々な要因を包含した総合的なマネジメン
トシステムの導入を図る。

【効果の試算（岸壁の例）】
・アセットマネジメントの考え方を導入し、適切な間隔で改
良・維持工事を行った場合は、一度に更新工事を行う場合
に比べ、長期的にトータルコストが約４割低減される（コスト
評価期間：25年）。

空港整備 空港施設の維持管理における滑走路等の縁標識の再
塗装回数の低減（１回／年→１回／３年毎の試行）によ
る縮減

H15～H17の維持管理費＝約２８１百万円　→　１１１百万円
H15～H17で縮減額＝１７０百万円（H16の縮減額８５百万
円）

航路標識 　省電力・長寿命機器、電源にクリーンエネルギー導入
によるライフサイクルコストの低減
　灯台などの航路標識の光源を省電力・長寿命であるＬ
ＥＤ化するとともに、太陽光発電などのクリーンエネル
ギーを利用した電源システムを活用

（モデルケースによる試算）
・灯台の場合
　約77％のコスト縮減（機器費＋維持管理費）
　１基あたりの電源システム
　（約7.6百万円　→　約1.7百万円）
・灯浮標
　約38％のコスト縮減（機器費＋維持管理費）
　１基あたりの電源システム
　（約3.4百万円　→　約2.1百万円）

○管理の最適化



5.「モデル事業」・「政策群」の取組み

「モデル事業」の取組み

モデル事業名 予算額

海事保安強化のため
の基盤システムの構
築（船員データの電
子化）

０.８億円

「政策群」の取組み

政策目標

関連する規制改革・制度改革 国交省の予算措置（主要なもの） 国交省の予算額(国全体)

緑豊かで良好な景観の形成 2,597億円（2,597億円）

景観形成事業の推進 200億円

都市における緑地環境整備への補助 153億円

合流式下水道の改善のための補助 655億円

道路・港湾緑化のための事業費 61億円

安心・快適な暮らしの実現 759億円（766億円）

鉄道駅のバリアフリー化設備への補助 48億円

ノンステップバスへの補助 16億円

バリアフリーに配慮した建築物への補助 13億円

主要駅周辺の道路のバリアフリー化 93億円

安全の向上 3,241億円（3,930億円）

密集市街地の整備改善への補助 142億円

防災公園整備への補助 65億円

都市浸水被害防止のための下水道事業・河川事業への補助 643億円

道路の交通安全対策事業 2,374億円

都市活動の活性化 2,599億円（2,599億円）

（財）民間都市開発推進機構による都市再生支援業務 64億円

まちづくり交付金 1,330億円

都市再生緊急整備地域等における区画整理 20億円

市街地再開発への補助 286億円

渋滞緩和のための踏切関連の道路事業 834億円

計 9,194億円（9,891億円）

訪日外国人旅行者数（平成１３年約５００万人）を２０１０年までに倍増させ、１０００万人にする。
　　35.2億円
　　(41億円+52億円の内
数)

ﾋﾞｼﾞｯﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの推進 32億円

東アジア交通系ICカード共通基盤の開発 0.6億円

空港サービス高度化のための諸施策の推進 1.2億円

観光交流空間づくり支援 1.3億円

案内標識の整備に関するガイドラインの作成 0.1億円

計 35.2億円
(41億円+52億円の内数)

　予算編成プロセス改革の試行事例として、定量的な政策目標設定と厳格な事後評価の下で弾力的な予算執行を可能と
する「モデル事業」に取り組む。

　政策目標の実現に向け、制度改革、規制改革等と予算措置を組み合わせて民間活力を最大限に引き出すため、府省の
枠を超えた連携の下で、以下のような「政策群」に取り組む。

施策の概要

船員データの電子化により船員行政を効率化するとともに、船員の身分証明機能を有する船員手帳等にバイオ
メトリクスを取り入れることにより、偽造、成りすましの防止を図り、海事保安を強化する。

ビザ発給・出入国手続きの円滑化及び厳格化

○外国人が快適に観
光できる環境の整備
【国交省、外務省、
法務省等】

景観形成を目的とした規制を可能とする新法
の制定・屋外広告物制度の充実・都市緑化・
緑地保全及び都市公園整備に関する法制度の
充実

政策群名
（関係府省）

都市再生特別措置法により都市再生緊急整備
地域において都市計画の特例（規制緩和）の
活用、認定民間都市再生事業の促進。従来の
補助金とは全く異なる地方の自主性を尊重し
たまちづくり交付金制度の創設など全国都市
再生のための新たな基本的枠組の構築。踏切
道改良促進法の活用。道路構造令に新たに規
定された乗用車専用道路を活用した交差点立
体化による抜本的な渋滞対策の推進。

立体公園の創設や市民緑地制度の活用によ
り、都市における効率的な緑のオープンス
ペースの確保を推進。景観形成を目的とした
規制を可能とする新法を制定。

密集市街地整備法の改正により創設された防
災街区整備事業により密集市街地の解消を図
る。建築物耐震改修促進法により、現行耐震
基準不適合の建築物の耐震改修を促進。15年
度に成立した特定都市河川浸水被害対策法に
より、流域水害対策計画を策定。

交通バリアフリー化法において、旅客施設の
新設・大規模改良及び車両等の新規導入時の
移動円滑化基準適合義務を法定。ハートビル
法において、特定の建築物のバリアフリー化
の基準適合義務及び誘導的基準を法定

○緑豊かで安全・快
適な都市の再生
（国交省、総務省、
経産省、環境省）
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政策目標

関連する規制改革・制度改革 国交省の予算措置（主要なもの） 国交省の予算額(国全体)

物流セキュリティの強化と物流効率化の両立 1.5億円（2.2億円）

安全かつ効率的な国際物流を実現するための施策パッケージ
の検討

0.3億円

国際複合一貫輸送等に関する情報伝達の円滑化方策の検討 1.1億円

電子タグ等を活用したコンテナの管理・輸送システムの検討 0.1億円

計 1.5億円（2.2億円）

　○世界最先端の「低公害車」社会の構築【経産省、国交省、環境省等】

　○少子化の流れを変えるための次世代育成支援【厚労省、国交省、文科省等】

　○災害等緊急事態対応の強化【内閣府、国交省、総務省】

　○都市と農山漁村の共生・対流の推進【農水省、国交省、総務省、文科省等】

　○科学技術駆動型の地域経済発展【文科省、経産省、国交省等】

○安全かつ効率的な
国際物流の実現
【国交省、財務省、
農水省、厚労省、経
産省、金融庁】

　国際海上交通の簡易化に関する条約（仮
称）（FAL条約）の批准に向け、輸出入・港湾
関連手続の簡素化・統一化を推進すると共
に、関連手続のワンストップサービスの一層
の推進を図る。また、米国等の取組みを踏ま
え、必要な物流セキュリティ対策について検
討する。

政策群名
（関係府省）
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